
 

 

九戸村森林経営管理制度実施方針 

 

１ 趣旨 

  九戸村森林経営管理制度実施方針（以下「実施方針」という。）は、村内に存する森林

について、森林管理が円滑に行われるよう、村が森林経営管理法に基づく措置その他必要

な措置を講ずるための方針を示すものである。 

 

 

２ 森林整備・林業振興の基本的な考え方 

（１）現況と課題 

・ 九戸村の森林面積は 9,930haで、全て民有林となっており、人工林は 4,071ha、天

然林は 5,773haである。 

・ 二戸地方森林組合を主とする事業体により、区域面積 1,601ha（うち人工林

616ha）の森林経営計画が策定されている。事業体では、林業経営の成り立つ区域に

ついて森林経営計画策定森林を増やす計画である。村内の林業経営は主に上記森林経

営計画策定森林において実施されている。 

・ 本村の林業の状況は、戦後造林された人工林が本格的な利用期を迎え、主伐の増加

が見込まれているが、小規模零細な森林所有構造に加え、木材価格が以前より低い水

準で推移しており、森林所有者の経営意欲の低下や高齢化を主な要因として、主伐後

の再造林が行われないなど、健全な森林づくりへの影響が懸念されている。 

また、林業労働力の大半が農家の余剰労力によって賄われており、林業従事者の減

少や高齢化、後継者問題を抱えている。加えて、林業採算性の低下等から、適切な保

育作業が行われないなど、優良な森林資源への影響が懸念されている。 

 このような状況にあって、森林の健全な育成と森林資源の質的向上を図るため、計

画的に林内路網等の基盤整備と造林、間伐等の保育作業を促進し、併せて担い手の確

保・育成に努めながら林業の生産性向上と経営の安定を図る必要がある。 

また、優良材の搬出など林産物の生産や間伐材の有効利用とともに、水源の涵(か

ん)養、自然環境の保全、住民の憩いの場提供など森林の持つ多面的機能の維持増進

を図る必要がある。 

（２）基本的な考え方 

 本村では、森林所有者による適切な経営管理を森林経営計画の策定を通じて促し

つつ、適切な管理が行われておらず森林所有者による施業も困難な森林を中心に、

森林経営管理制度に基づいた整備を進めていく。 

 

３ 森林所有者意向調査について 

（１）対象森林の考え方 

  ア 経営森林として除外する森林 

   ・ 森林経営計画樹立森林及び樹立候補森林 



 

 

   ・ 村有林、財産区有林、岩手県県有林、団体有林 

   ・ 保安林のうち治山事業で整備計画がある保安林 

   ・ いわての森林づくり県民税の対象である森林 

  イ 対象森林の絞り込み 

   ・ 森林資源管理システム等により抽出するが、上記アに記載された森林は対象外と

する。 

   ・ その他、防災機能の向上が必要と判断した区域 

  ウ その他対象森林への追加 

   ・ 森林経営計画対象林班において長期施業委託不同意（又は所有者不明等で計画 

樹立者が所有者を明らかにできなかった森林）のうち、イに該当するものについ

て、その区域を随時追加する。 

（２）対象森林面積等 

  ・ 対象森林の面積及び森林資源 5,711ha 

  ・ 対象森林の位置 別紙図面のとおり 

（３）意向調査の方法、スケジュール等 

  ・ 意向調査は令和４年度から開始し、北側から順次進めることとする。 

  ・ 調査方法は郵送を基本とする。 

 

４ 意向確認後の森林経営管理の方針 

 ・ 意向調査及び現地調査の結果、林業経営に適すると判断される場合には、所有者の同

意を得て、本村が経営管理権を設定し、意欲と能力のある林業経営体に経営管理の再委

託を行う。また、経営計画樹立についても検討を進めるものとする。 

 ・ 防災機能向上を要する森林の整備及び機能を損なう恐れのある劣悪木の伐採などは、

所有者の同意を得た上で森林経営管理権の設定に先んじて対応することとする。 

 ・ 林業経営に適さない場合は、本村自らが除間伐等を実施するものとする。 

 

５ 森林経営管理制度の実施コストについて 

   森林経営管理制度を実施する経費（意向調査、森林経営管理権の設定、森林の管理・

整備、村民への制度周知などに要する経費）は、森林環境譲与税をその財源とし、財源

の許す範囲での実施をする。 

 

６ その他特記事項 

 ・ 対象森林については随時見直しを行うとともに、見直しにあっては地域林業関係者及

び県の林業普及員等の意見を聞きながら進めることとする。 

 ・ 意向調査や現地調査の結果は積極的に森林簿に反映することとし、森林簿及び林地台

帳の精度向上に努める。 

 ・ 一連の業務は現在の職員体制で開始するが、今後の村の執行体制を考慮し、必要に応

じて職員の雇用、業務の外部委託等を検討する。また、二戸地域の市町と連携し情報の

共有その他連携して進める事項の検討を進める。 


